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重点計画－ （平成 年 月 日 戦略本部決定 （抜粋）e-Japan 2002 14 6 18 IT ）

Ⅱ 重点政策5分野

３．電子商取引等の促進

（４）具体的施策

② 商取引の電子化の加速的推進

ⅲ） 海賊版対策の強化

海外におけるデジタルコンテンツの海賊版の取締りの強化

のために、以下の施策を講ずる。

・ アジア地域におけるインターネット上の著作物の保護の

ため、 年度から中国及び韓国との間で著作権保護に2002
関する政府間協議の場を設けるとともに、 の協力をWIPO
得てデジタル化・ネットワーク化に対応した著作権制度の

構築等の支援を行う。

④ 国際的な環境整備

国境を容易に越える電子商取引の特性に鑑み、我が国と経済社会的

に密接な関係にある諸国家・地域との間で電子商取引に関する制度調

和を構築し、国際整合性のあるIT社会を形成する。

ⅵ） 年度中に、 における「視聴覚的実演に関する条約2002 WIPO
（仮称 」及び「放送機関に関する条約（仮称 」に係る議論を） ）

推進するために、我が国の先進的な著作権制度の事例の紹介を含

め積極的な役割を果たすとともに、 年度以降も引き続き条2003
約策定に向けた議論に積極的に参画し、インターネットの発達な

どに対応した著作権に関する新たな国際ルールの構築を図る。




